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((地地震震・・津津波波かかららのの農農地地のの復復旧旧にに併併せせたた圃圃場場のの⼤⼤区区画画化化のの取取組組がが拡拡⼤⼤))  

岩⼿県、宮城県、福島県の3県では、地域の意向を踏まえ、地震・津波からの復旧に併
せた農地の⼤区画化に取り組んでいます。整備計画⾯積が前年度から280ha増加し、令和
3(2021)年度末時点で8,510haとなる中、⼤区画化への完了⾒込⾯積は、同時点で8,240ha、
96.8%となっており、地域農業の復興基盤の整備が進展しています。 

宮城県と福島県では、⾼台への集団移転と併せて、移転跡地を含めた農地整備を10市町、
合計17地区で進め、同年度末時点で14地区の整備が完了しました。 

 
((先先端端的的農農業業技技術術のの現現地地実実証証研研究究とと研研究究成成果果のの情情報報発発信信等等をを実実施施))  

農林⽔産省は被災地域を新たな⾷料⽣産基地として再⽣するため、産学官連携の下、農
業・農村分野に関わる先端的で⼤規模な実証研究を⾏っています。 

令和3(2021)年度からは、福島県において、農業⽤⽔利施設管理省⼒化ロボットの開発
や⼟壌肥沃度のばらつき改善技術の開発など新たに6課題の農業分野に関わる研究開発・
現地実証研究を⾏っています。また、栽培中断園地における果樹の早期復旧に向けた実証
研究で得られた成果を活⽤して、ぶどうの根圏制御栽培やジョイントV字樹形の導⼊によ
る果樹の早期成園化と省⼒化に取り組むなど、これまでの実証研究で得られた成果を現場
に定着させるため、令和3(2021)年4⽉、実装拠点を県内5か所に設置しました(図図表表44--11--33)。
各拠点では、県内の農業者や普及指導員等に対して、実 証

じっしょう
圃
ほ

での成果等を機関誌や報道
機関を通じて情報提供・周知するとともに、技術導⼊を希望する農業者へ向けた実証圃で
の研修や技術移転セミナーの開催による技術指導等を⾏うなど、得られた研究成果の普及
に取り組んでいます。 

 

 

図表 4-1-3 研究成果を農業現場に定着させるための福島県内の実装拠点 

資料：福島県の資料を基に農林⽔産省作成 
 

ななししののジジョョイインントト
ＶＶ字字栽栽培培

１１ ぶぶどどううのの早早期期成成園園化化とと省省力力化化
〇実証ほの内容

根圏制御栽培及びV字型2段仕立てによ

る栽培未収益期間短縮及び作業の効率
化を実証

○実証ほ設置場所：福島市、伊達市

【【果果樹樹】】早早期期成成園園化化とと省省力力化化（（継継続続））
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作付制限のあった市町村

＊実装拠点を設置する担当機関
①福島拠点

県北農林事務所農業振興普及部
②伊達拠点

県北農林事務所伊達農業普及所
③⽥村拠点

県中農林事務所⽥村農業普及所
④南相⾺拠点

相双農林事務所農業振興普及部
⑤双葉拠点

相双農林事務所双葉農業普及所

実装拠点（＊）

⾁⾁⽤⽤⽜⽜ののAAII超超⾳⾳波波⾁⾁質質診診断断⽔⽔稲稲乾乾⽥⽥直直播播栽栽培培 たたままねねぎぎのの直直播播栽栽培培

3

実実装装拠拠点点（（＊＊）） 実実装装拠拠点点ににおおけけるる取取組組課課題題
((福福島島県県内内社社会会実実装装対対象象地地域域)) 普普及及⽬⽬標標

①①福福島島拠拠点点
②②伊伊達達拠拠点点
④④南南相相⾺⾺拠拠点点
⑤⑤双双葉葉拠拠点点

①②⑤ ぶどうの根圏制御栽培等による早
期成園化と省⼒化(県北・相双地域)

ぶどうの根圏制御栽培導⼊⾯積
令和2(2020)年度：0.62ha(6⼾)

→令和5(2023)年度：1.35ha(13⼾)
②④ ジョイントＶ字樹形の導⼊による果
樹の早期成園化と省⼒化(県北・相双地
域)

果樹のジョイントＶ字樹形の導⼊⾯積
令和2(2020)年度：8.7ha(67⼾)

→令和7(2025)年度：12.0ha(100⼾)

⑤⑤双双葉葉拠拠点点 ⑤ プラウ耕・グレーンドリル播種体系に
よる乾⽥直播栽培(相双・いわき地域)

乾⽥直播栽培導⼊⾯積
令和2(2020)年度：108ha(8⼾)

→令和7(2025)年度：160ha(12⼾)

⑤⑤双双葉葉拠拠点点 ⑤ たまねぎの直播栽培による省⼒化(相
双地域)

たまねぎ直播栽培導⼊⾯積
令和2(2020)年度：0.2ha(2⼾)

→令和7(2025)年度：6.5ha(15⼾)

③③⽥⽥村村拠拠点点
⑤⑤双双葉葉拠拠点点

③ きく類の計画的安定出荷技術の実証(
県北・⽥村地域、相双地域)

LED等によるきくの計画的安定⽣産技術
導⼊⾯積

令和2(2020)年度：0.7ha(18⼾)
→令和7(2025)年度：1.5ha(30⼾)

⑤ トルコギキョウを核とした花きの周年
⽣産(相双地域)

作型適応苗等の導⼊⾯積
令和2(2020)年度：0a(0⼾)

→令和7(2025)年度：50a(25⼾)

④④南南相相⾺⾺拠拠点点 ④ ⾁⽤⽜のAI超⾳波⾁質診断(相双地域)
⾁⽤⽜肥育成績(上物率)
令和2(2020)年度：83%

→令和7(2025)年度：87%

 

 
第第11節節  東東⽇⽇本本⼤⼤震震災災かかららのの復復旧旧・・復復興興  

 
 
平成23(2011)年3⽉11⽇に発⽣した東⽇本⼤震災では、岩⼿県、宮城県、福島県の3県を

中⼼とした東⽇本の広い地域に東 京
とうきょう

電 ⼒
でんりょく

福島
ふくしま

第⼀
だいいち

原⼦⼒発電所(以下「東電福島第⼀原
発」という。)の事故の影響を含む甚⼤な被害が⽣じました。 

政府は同年7⽉から令和2(2020)年までの10年間の復興期間に引き続き、令和3(2021)年
度から令和7(2025)年度までの5年間を「第2期復興・創⽣期間」と位置付け、被災地の復
興に向けて取り組んでいます。 

本節では、東⽇本⼤震災の地震・津波や原⼦⼒災害からの農業分野の復旧・復興の状況
について紹介します。 

 
((11))  地地震震・・津津波波災災害害かかららのの復復旧旧・・復復興興のの状状況況  
((営営農農再再開開がが可可能能なな農農地地はは9955％％にに))  

東⽇本⼤震災による農業関係の被害額は、平成24(2012)年7⽉5⽇時点(農地・農業⽤施
設等は令和4(2022)年1⽉31⽇時点)で9,640億円、農林⽔産関係の合計では2兆4,432億円と
なっています(図図表表44--11--11)。津波により被災した農地2万1,480haから公共⽤地等への転⽤が
⾒込まれるものを除いた復旧対象農地1万9,660haのうち、令和3(2021)年度時点の⽬標⾯
積1万8,650haに対して、令和4(2022)年3⽉末時点で1万8,630ha(95%1)の農地で営農が可能
となりました(図図表表44--11--22)。 

農林⽔産省は、除塩、畦
けい

畔
はん

の修復等の復旧に取り組んでおり、市町村からの聞き取り結
果を踏まえ、令和6(2024)年度までに1万9,020haの農地⾯積、復旧対象農地の97%の⽔準
まで復旧することを⽬標としています。 

 

 
 

1 公共⽤地等への転⽤が⾏われたもの(⾒込みを含む。)を除いた津波被災農地1万9,660haに対するもの(福島県の1,030haを除き完了) 

図表 4-1-1 農林⽔産関係の被害の状況 

資料：農林⽔産省作成 
 注：平成24(2012)年7⽉5⽇時点の数値(農地・農業⽤施設等は令和

4(2022)年1⽉31⽇時点) 
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資料：農林⽔産省作成 
注：1) 令和4(2022)年3⽉末時点の数値 
  2) 主要な排⽔機場は、復旧が必要な96か所に対する

もの 
  3) 農地海岸は、復旧が必要な122地区に対するもの

(福島県の3地区を除き完了) 
  4) 農業集落排⽔施設は、被災した401地区に対するも

の(復旧事業実施中の施設を含む。) 

図表 4-1-2 農地・農業⽤施設等の復旧状況 
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((地地震震・・津津波波かかららのの農農地地のの復復旧旧にに併併せせたた圃圃場場のの⼤⼤区区画画化化のの取取組組がが拡拡⼤⼤))  

岩⼿県、宮城県、福島県の3県では、地域の意向を踏まえ、地震・津波からの復旧に併
せた農地の⼤区画化に取り組んでいます。整備計画⾯積が前年度から280ha増加し、令和
3(2021)年度末時点で8,510haとなる中、⼤区画化への完了⾒込⾯積は、同時点で8,240ha、
96.8%となっており、地域農業の復興基盤の整備が進展しています。 

宮城県と福島県では、⾼台への集団移転と併せて、移転跡地を含めた農地整備を10市町、
合計17地区で進め、同年度末時点で14地区の整備が完了しました。 

 
((先先端端的的農農業業技技術術のの現現地地実実証証研研究究とと研研究究成成果果のの情情報報発発信信等等をを実実施施))  

農林⽔産省は被災地域を新たな⾷料⽣産基地として再⽣するため、産学官連携の下、農
業・農村分野に関わる先端的で⼤規模な実証研究を⾏っています。 

令和3(2021)年度からは、福島県において、農業⽤⽔利施設管理省⼒化ロボットの開発
や⼟壌肥沃度のばらつき改善技術の開発など新たに6課題の農業分野に関わる研究開発・
現地実証研究を⾏っています。また、栽培中断園地における果樹の早期復旧に向けた実証
研究で得られた成果を活⽤して、ぶどうの根圏制御栽培やジョイントV字樹形の導⼊によ
る果樹の早期成園化と省⼒化に取り組むなど、これまでの実証研究で得られた成果を現場
に定着させるため、令和3(2021)年4⽉、実装拠点を県内5か所に設置しました(図図表表44--11--33)。
各拠点では、県内の農業者や普及指導員等に対して、実 証
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での成果等を機関誌や報道
機関を通じて情報提供・周知するとともに、技術導⼊を希望する農業者へ向けた実証圃で
の研修や技術移転セミナーの開催による技術指導等を⾏うなど、得られた研究成果の普及
に取り組んでいます。 

 

 

図表 4-1-3 研究成果を農業現場に定着させるための福島県内の実装拠点 

資料：福島県の資料を基に農林⽔産省作成 
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実実装装拠拠点点（（＊＊）） 実実装装拠拠点点ににおおけけるる取取組組課課題題
((福福島島県県内内社社会会実実装装対対象象地地域域)) 普普及及⽬⽬標標

①①福福島島拠拠点点
②②伊伊達達拠拠点点
④④南南相相⾺⾺拠拠点点
⑤⑤双双葉葉拠拠点点

①②⑤ ぶどうの根圏制御栽培等による早
期成園化と省⼒化(県北・相双地域)

ぶどうの根圏制御栽培導⼊⾯積
令和2(2020)年度：0.62ha(6⼾)

→令和5(2023)年度：1.35ha(13⼾)
②④ ジョイントＶ字樹形の導⼊による果
樹の早期成園化と省⼒化(県北・相双地
域)

果樹のジョイントＶ字樹形の導⼊⾯積
令和2(2020)年度：8.7ha(67⼾)

→令和7(2025)年度：12.0ha(100⼾)

⑤⑤双双葉葉拠拠点点 ⑤ プラウ耕・グレーンドリル播種体系に
よる乾⽥直播栽培(相双・いわき地域)

乾⽥直播栽培導⼊⾯積
令和2(2020)年度：108ha(8⼾)

→令和7(2025)年度：160ha(12⼾)
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双地域)
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令和2(2020)年度：0.2ha(2⼾)

→令和7(2025)年度：6.5ha(15⼾)

③③⽥⽥村村拠拠点点
⑤⑤双双葉葉拠拠点点

③ きく類の計画的安定出荷技術の実証(
県北・⽥村地域、相双地域)

LED等によるきくの計画的安定⽣産技術
導⼊⾯積

令和2(2020)年度：0.7ha(18⼾)
→令和7(2025)年度：1.5ha(30⼾)
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⽣産(相双地域)

作型適応苗等の導⼊⾯積
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→令和7(2025)年度：50a(25⼾)

④④南南相相⾺⾺拠拠点点 ④ ⾁⽤⽜のAI超⾳波⾁質診断(相双地域)
⾁⽤⽜肥育成績(上物率)
令和2(2020)年度：83%

→令和7(2025)年度：87%
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度から令和7(2025)年度までの5年間を「第2期復興・創⽣期間」と位置付け、被災地の復
興に向けて取り組んでいます。 

本節では、東⽇本⼤震災の地震・津波や原⼦⼒災害からの農業分野の復旧・復興の状況
について紹介します。 

 
((11))  地地震震・・津津波波災災害害かかららのの復復旧旧・・復復興興のの状状況況  
((営営農農再再開開がが可可能能なな農農地地はは9955％％にに))  

東⽇本⼤震災による農業関係の被害額は、平成24(2012)年7⽉5⽇時点(農地・農業⽤施
設等は令和4(2022)年1⽉31⽇時点)で9,640億円、農林⽔産関係の合計では2兆4,432億円と
なっています(図図表表44--11--11)。津波により被災した農地2万1,480haから公共⽤地等への転⽤が
⾒込まれるものを除いた復旧対象農地1万9,660haのうち、令和3(2021)年度時点の⽬標⾯
積1万8,650haに対して、令和4(2022)年3⽉末時点で1万8,630ha(95%1)の農地で営農が可能
となりました(図図表表44--11--22)。 

農林⽔産省は、除塩、畦
けい

畔
はん

の修復等の復旧に取り組んでおり、市町村からの聞き取り結
果を踏まえ、令和6(2024)年度までに1万9,020haの農地⾯積、復旧対象農地の97%の⽔準
まで復旧することを⽬標としています。 

 

 
 

1 公共⽤地等への転⽤が⾏われたもの(⾒込みを含む。)を除いた津波被災農地1万9,660haに対するもの(福島県の1,030haを除き完了) 

図表 4-1-1 農林⽔産関係の被害の状況 

資料：農林⽔産省作成 
 注：平成24(2012)年7⽉5⽇時点の数値(農地・農業⽤施設等は令和

4(2022)年1⽉31⽇時点) 
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排⽔機場

農地

%

被害額
（億円）

主な被害

9,640

農地・農業⽤施設等 9,005 農地、⽔路、揚⽔機、集落排⽔施設等

農作物等 635
農作物、家畜、農業倉庫、ハウス、畜
舎、堆肥舎等

2,155 林地、治⼭施設、林道施設等

12,637 漁船、漁港施設、共同利⽤施設等

24,432

区分

農業関係

林野関係

⽔産関係

合計

資料：農林⽔産省作成 
注：1) 令和4(2022)年3⽉末時点の数値 
  2) 主要な排⽔機場は、復旧が必要な96か所に対する

もの 
  3) 農地海岸は、復旧が必要な122地区に対するもの

(福島県の3地区を除き完了) 
  4) 農業集落排⽔施設は、被災した401地区に対するも

の(復旧事業実施中の施設を含む。) 

図表 4-1-2 農地・農業⽤施設等の復旧状況 
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((農農地地のの⼤⼤区区画画化化、、利利⽤⽤集集積積のの加加速速化化にに向向けけたた取取組組をを強強化化))  

農地の⼤区画化や利⽤集積を加速化するため、改正福島復興再⽣特別措置法1が令和
3(2021)年4⽉に施⾏されました。これにより、市町村に代わって福島県が農地集積の計画
を作成・公告できるようにするとともに、農地中間管理機構を活⽤して、農地の共有者の
過半が判明していない農地も含め、担い⼿への権利設定等を⾏うことができるようになり
ました。同年11⽉時点で、3市町村で11件の計画が作成・公告され、約229haの農地が集積
されています。あわせて、原⼦⼒被災12市町村に農地中間管理機構の現地コーディネータ
ーを計12⼈配置し、農地の集積・集約化2の取組強化を図りました。 

 
((営営農農再再開開⽀⽀援援ののたためめ原原⼦⼦⼒⼒被被災災1122市市町町村村へへ農農林林⽔⽔産産省省職職員員をを派派遣遣))  

営農再開を加速するため、農林⽔産省は、令和2(2020)年4⽉から原⼦⼒被災12市町村に
対し、職員を1⼈ずつ派遣し、営農再開のビジョンづくりから具体化までを⽀援していま
す。このほか、地域の実情を踏まえ、福島県の双葉町

ふ た ば ま ち
と飯舘村

いいたてむら
に農業⼟⽊職員を出向させ、

基盤整備に係る⽀援をしています。 
また、福島県のいわき市

し
と富岡町

とみおかまち
に設置していた技術系職員を含むサポートチームを、

令和3(2021)年4⽉に富岡町に集約し、⼀元的に⽀援する体制を整備しました。 
 

((⽣⽣産産とと加加⼯⼯等等がが⼀⼀体体ととななっったた⾼⾼付付加加価価値値⽣⽣産産をを展展開開すするる産産地地のの創創出出))  
農林⽔産省は、令和3(2021)年から、国産需要の⾼い加⼯・業務⽤野菜等を、市町村を

越えて広域的に⽣産・加⼯等が⼀体となって付加価値を⾼めていく産地の創出に向けて、
産地の拠点となる施設整備等の⽀援を⾏っています。 

また、当該⽀援の実施に当たり、農業者団体、原⼦⼒被災12市町村等で構成する「福島県
ふくしまけん

⾼付加価値
こ う ふ か か ち

産地
さ ん ち

協議会
きょうぎかい

」を同年8⽉に設⽴し、関係機関が連携して産地の創出を推進する
ことにより、営農再開や新規参⼊を後押しすることとしています。 

 

 
 

1 正式名称は、「福島復興再⽣特別措置法の⼀部を改正する法律」 
2 ⽤語の解説3(1)を参照 

 
有限会社⻘⾼

せいこう
ファームと株式会社群⾺

ぐ ん ま
電機
で ん き

⼯ 業
こうぎょう

の2社は、群
⾺県で⻑ねぎの⽣産に取り組んでいます。 

2社は、⻑ねぎの新たな⽣産拠点を求めていたところ、JAグ
ループから福島県浪江町

な み え ま ち
の紹介を受け、1年間の実証栽培を⾏

った結果、圃場
ほじょう

条件も良く、気候も⻑ねぎの栽培に適していた
ことから進出を決めました。 

公益社団法⼈福島相双
ふくしまそうそう

復興
ふっこう

推進
すいしん

機構
き こ う

の⽀援により同町内の
農地の仲介を受け、令和3(2021)年4⽉から5.3haで⻑ねぎの⽣
産を開始しました。 

2社は「将来的に規模を拡⼤して町内で100haまで広げ、地
元住⺠の新規雇⽤にもつなげたい。」と話しています。 

 
定定植植後後のの病病害害⾍⾍防防除除作作業業のの様様⼦⼦  

((事事例例))  浪浪江江町町でで休休耕耕地地をを使使っったた⻑⻑ねねぎぎのの⽣⽣産産をを開開始始((福福島島県県))  

 

 
((22))  原原⼦⼦⼒⼒災災害害かかららのの復復旧旧・・復復興興  
アア  農農畜畜産産物物のの安安全全確確保保のの取取組組  
((安安全全性性確確保保ののたためめのの取取組組がが進進展展))  

⽣産現場では、市場に放射性物質の基準値を上回る農畜産物が流通することのないよう
に、放射性物質の吸収抑制対策、暫定許容値以下の飼料の使⽤等、それぞれの品⽬に合わ
せた取組が⾏われています。このような⽣産現場における努⼒の結果、基準値超過が検出
された割合は、全ての品⽬で平成23(2011)年以降低下し、平成30(2018)年度以降は、全て
の農畜産物において基準値超過はありません。 

 
イイ  原原⼦⼦⼒⼒被被災災1122市市町町村村のの復復興興  
((原原⼦⼦⼒⼒被被災災1122市市町町村村のの営営農農再再開開農農地地⾯⾯積積がが増増加加))  

原⼦⼒被災12市町村1における営農再開農地⾯積は、令和2(2020)年度末時点で、前年度
から1,009ha増加しているものの、特に帰還困難区域がある町村の営農再開が遅れており、
6,577haとなっています。これは、令和7(2025)年度までに営農再開農地⾯積を1万264ha
とする⽬標の64.1%に当たります(図図表表44--11--44)。農林⽔産省は、除染後の農地の保全管理か
ら作付実証、農業⽤機械・施設の導⼊⽀援等に取り組んでおり、12市町村における農業者
の営農再開に向けた⽀援事業の進捗や避難指⽰解除の時期、帰還状況を踏まえ、平成
23(2011)年12⽉末時点で営農が休⽌されていた農地1万7,298haの約6割を営農再開するこ
とを⽬標としています。 

 

 
 

((原原⼦⼦⼒⼒被被災災1122市市町町村村のの農農地地整整備備のの実実施施済済⾯⾯積積はは約約11,,661100hhaa))  
原⼦⼒被災12市町村の農地については、営農休⽌⾯積1万7,298haのうち、営農再開のた

めの農地整備の実施・検討がされている⾯積は約4,720haとなっています。このうち、令和
2(2020)年度末時点で、約1,610haの農地整備が完了しました(図図表表44--11--55)。 

 

 

 
1 福島県の⽥村市、南相⾺市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、⼤熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村 

図表4-1-5 原⼦⼒被災12市町村の農地の整備の実施・検討状況 

資料：農林⽔産省作成 
 

約1,610ha
(34%)

約3,110ha
(66%)

(原⼦⼒被災12市町村の農地整備予定⾯積 約4,720ha)

令和2(2020)年度までに完了 令和3(2021)年度以降、完了予定

図表 4-1-4 原⼦⼒被災 12 市町村の営農再開状況 

資料：農林⽔産省「福島県営農再開⽀援事業 令和2年度事業実績報告書」 
注：進捗割合は営農再開農地⾯積(令和2(2020)年度末時点)÷令和7(2025)年度末⽬標⾯積 

令和2(2020)年
度末時点

令和7(2025)年
度末⽬標

進捗割合

原⼦⼒被災12市町村
の営農再開農地⾯積

6,577ha 10,264ha 64.1%
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((農農地地のの⼤⼤区区画画化化、、利利⽤⽤集集積積のの加加速速化化にに向向けけたた取取組組をを強強化化))  

農地の⼤区画化や利⽤集積を加速化するため、改正福島復興再⽣特別措置法1が令和
3(2021)年4⽉に施⾏されました。これにより、市町村に代わって福島県が農地集積の計画
を作成・公告できるようにするとともに、農地中間管理機構を活⽤して、農地の共有者の
過半が判明していない農地も含め、担い⼿への権利設定等を⾏うことができるようになり
ました。同年11⽉時点で、3市町村で11件の計画が作成・公告され、約229haの農地が集積
されています。あわせて、原⼦⼒被災12市町村に農地中間管理機構の現地コーディネータ
ーを計12⼈配置し、農地の集積・集約化2の取組強化を図りました。 

 
((営営農農再再開開⽀⽀援援ののたためめ原原⼦⼦⼒⼒被被災災1122市市町町村村へへ農農林林⽔⽔産産省省職職員員をを派派遣遣))  

営農再開を加速するため、農林⽔産省は、令和2(2020)年4⽉から原⼦⼒被災12市町村に
対し、職員を1⼈ずつ派遣し、営農再開のビジョンづくりから具体化までを⽀援していま
す。このほか、地域の実情を踏まえ、福島県の双葉町

ふ た ば ま ち
と飯舘村

いいたてむら
に農業⼟⽊職員を出向させ、

基盤整備に係る⽀援をしています。 
また、福島県のいわき市

し
と富岡町

とみおかまち
に設置していた技術系職員を含むサポートチームを、

令和3(2021)年4⽉に富岡町に集約し、⼀元的に⽀援する体制を整備しました。 
 

((⽣⽣産産とと加加⼯⼯等等がが⼀⼀体体ととななっったた⾼⾼付付加加価価値値⽣⽣産産をを展展開開すするる産産地地のの創創出出))  
農林⽔産省は、令和3(2021)年から、国産需要の⾼い加⼯・業務⽤野菜等を、市町村を

越えて広域的に⽣産・加⼯等が⼀体となって付加価値を⾼めていく産地の創出に向けて、
産地の拠点となる施設整備等の⽀援を⾏っています。 

また、当該⽀援の実施に当たり、農業者団体、原⼦⼒被災12市町村等で構成する「福島県
ふくしまけん

⾼付加価値
こ う ふ か か ち

産地
さ ん ち

協議会
きょうぎかい

」を同年8⽉に設⽴し、関係機関が連携して産地の創出を推進する
ことにより、営農再開や新規参⼊を後押しすることとしています。 

 

 
 

1 正式名称は、「福島復興再⽣特別措置法の⼀部を改正する法律」 
2 ⽤語の解説3(1)を参照 

 
有限会社⻘⾼

せいこう
ファームと株式会社群⾺

ぐ ん ま
電機
で ん き

⼯ 業
こうぎょう

の2社は、群
⾺県で⻑ねぎの⽣産に取り組んでいます。 

2社は、⻑ねぎの新たな⽣産拠点を求めていたところ、JAグ
ループから福島県浪江町

な み え ま ち
の紹介を受け、1年間の実証栽培を⾏

った結果、圃場
ほじょう

条件も良く、気候も⻑ねぎの栽培に適していた
ことから進出を決めました。 

公益社団法⼈福島相双
ふくしまそうそう

復興
ふっこう

推進
すいしん

機構
き こ う

の⽀援により同町内の
農地の仲介を受け、令和3(2021)年4⽉から5.3haで⻑ねぎの⽣
産を開始しました。 

2社は「将来的に規模を拡⼤して町内で100haまで広げ、地
元住⺠の新規雇⽤にもつなげたい。」と話しています。 

 
定定植植後後のの病病害害⾍⾍防防除除作作業業のの様様⼦⼦  

((事事例例))  浪浪江江町町でで休休耕耕地地をを使使っったた⻑⻑ねねぎぎのの⽣⽣産産をを開開始始((福福島島県県))  

 

 
((22))  原原⼦⼦⼒⼒災災害害かかららのの復復旧旧・・復復興興  
アア  農農畜畜産産物物のの安安全全確確保保のの取取組組  
((安安全全性性確確保保ののたためめのの取取組組がが進進展展))  

⽣産現場では、市場に放射性物質の基準値を上回る農畜産物が流通することのないよう
に、放射性物質の吸収抑制対策、暫定許容値以下の飼料の使⽤等、それぞれの品⽬に合わ
せた取組が⾏われています。このような⽣産現場における努⼒の結果、基準値超過が検出
された割合は、全ての品⽬で平成23(2011)年以降低下し、平成30(2018)年度以降は、全て
の農畜産物において基準値超過はありません。 

 
イイ  原原⼦⼦⼒⼒被被災災1122市市町町村村のの復復興興  
((原原⼦⼦⼒⼒被被災災1122市市町町村村のの営営農農再再開開農農地地⾯⾯積積がが増増加加))  

原⼦⼒被災12市町村1における営農再開農地⾯積は、令和2(2020)年度末時点で、前年度
から1,009ha増加しているものの、特に帰還困難区域がある町村の営農再開が遅れており、
6,577haとなっています。これは、令和7(2025)年度までに営農再開農地⾯積を1万264ha
とする⽬標の64.1%に当たります(図図表表44--11--44)。農林⽔産省は、除染後の農地の保全管理か
ら作付実証、農業⽤機械・施設の導⼊⽀援等に取り組んでおり、12市町村における農業者
の営農再開に向けた⽀援事業の進捗や避難指⽰解除の時期、帰還状況を踏まえ、平成
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((原原⼦⼦⼒⼒被被災災1122市市町町村村のの農農地地整整備備のの実実施施済済⾯⾯積積はは約約11,,661100hhaa))  
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1 福島県の⽥村市、南相⾺市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、⼤熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村 

図表4-1-5 原⼦⼒被災12市町村の農地の整備の実施・検討状況 

資料：農林⽔産省作成 
 

約1,610ha
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(原⼦⼒被災12市町村の農地整備予定⾯積 約4,720ha)

令和2(2020)年度までに完了 令和3(2021)年度以降、完了予定

図表 4-1-4 原⼦⼒被災 12 市町村の営農再開状況 

資料：農林⽔産省「福島県営農再開⽀援事業 令和2年度事業実績報告書」 
注：進捗割合は営農再開農地⾯積(令和2(2020)年度末時点)÷令和7(2025)年度末⽬標⾯積 

令和2(2020)年
度末時点

令和7(2025)年
度末⽬標

進捗割合

原⼦⼒被災12市町村
の営農再開農地⾯積

6,577ha 10,264ha 64.1%
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動画や東京2020⼤会1のメインプレスセンター復興ブースで⾏うとともに、この復興ブース
を活⽤して、ビクトリーブーケの紹介や、GAP2による安全・安⼼な農産物⽣産、⽇本産
⾷品の放射性物質に関する安全性について、オンラインでブリーフィングを実施しました。 
 

 
 

((東東京京電電⼒⼒にによよるる農農林林⽔⽔産産関関係係者者へへのの損損害害賠賠償償⽀⽀払払))  
原⼦⼒損害の賠償に関する法律の規定により、東電福島第⼀原発の事故の損害賠償責任

は東 京
とうきょう

電 ⼒
でんりょく

ホールディングス株式会社(以下「東京電⼒」という。)が負っています。 
東京電⼒によるこれまでの農林漁業者等への損害賠償⽀払累計額は、令和4(2022)年3⽉

末時点で9,749億円3となっています。 
 
 

 
1 ⼤会は令和3(2021)年に開催 
2 ⽤語の解説3(2)を参照 
3 農林漁業者等の請求・⽀払状況について、関係団体等からの聞き取りから把握できたもの 

岩岩⼿⼿県県産産リリンンドドウウ  
資料：福島県、宮城県、岩⼿県 

((ココララムム))  復復興興へへのの願願いいがが込込めめらられれたたビビククトトリリーーブブーーケケのの花花  
 
東京2020⼤会では、メダリストに副賞としてビクトリ

ーブーケが授与されました。ブーケに使われた花には、
主に東⽇本⼤震災で被災した地域で栽培されたトルコギ
キョウ、ヒマワリ、リンドウなどが選ばれました。 

選ばれた花にはそれぞれエピソードがあります。トル
コギキョウは福島県が県ぐるみで⽣産に取り組んでお
り、震災による影響で農作物の出荷が減った際に、特定
⾮営利活動法⼈(NPO＊)が花を栽培することで復興への
希望を⾒いだしたものです。ヒマワリは、宮城県の震災
で⼦供を亡くした親たちが、⼦供たちが避難するために
⽬指した丘にヒマワリを植え、その丘にはヒマワリが毎
年咲くようになったそうです。リンドウは岩⼿県を代表
する花で、東京2020⼤会のエンブレムと同⾊の藍⾊の美
しい花を咲かせることから選ばれました。 

三つの花にはこうした意味合いが込められており、世
界最⼤のスポーツイベントである東京2020⼤会を通じ
て、復興の進展のシンボルとして、世界にアピールする
ものとなりました。 

 
＊⽤語の解説3(2)を参照 

福福島島県県産産トトルルココギギキキョョウウ  

宮宮城城県県産産ヒヒママワワリリ  

 

 
((「「特特定定復復興興再再⽣⽣拠拠点点区区域域」」のの復復興興・・再再⽣⽣へへのの取取組組をを実実施施))  

福島復興再⽣特別措置法においては、5年をめどに避難指⽰を解除し、住⺠の帰還を⽬
指す「特定復興再⽣拠点区域」の復興・再⽣を推進しており、帰還困難区域が存在する全
6町村1が同法に基づき復興再⽣計画を策定し、農業の再⽣を⽬指した区域を設定していま
す。 

福島県の双葉町、葛尾村
かつらおむら

の特定復興再⽣拠点区域においては、将来的な営農再開に向け、
令和3(2021)年産から町村の管理の下で⽔稲の試験栽培が開始されました。令和7(2025)年
度をめどに本格的な営農再開を⽬指すこととしています。 

 

ウウ  ⾵⾵評評払払拭拭にに向向けけたた取取組組等等  
((「「⾵⾵評評払払拭拭・・リリススククココミミュュニニケケーーシショョンン

強強化化戦戦略略」」にに基基づづくく取取組組ののフフォォロローーアアッッ
ププをを実実施施))  
消費者庁が令和4(2022)年3⽉に公表し

た消費者の意識調査2によると、放射性物質
を理由に福島県産品の購⼊をためらう⼈の
割合は6.5％となり、調査開始以来最低の⽔
準となりました(図図表表44--11--66)。 

 
⾵評等が今なお残っていることを踏まえ、

復興庁やその他関係府省は、平成29(2017)年12⽉に策定した「⾵評払拭・リスクコミュニ
ケーション強化戦略」に基づく取組のフォローアップとして、「知ってもらう」、「⾷べても
らう」、「来てもらう」の三つを柱とする情報発信を実施し、⾵評の払拭に取り組んでいま
す。 

また、福島県の農林⽔産業再⽣に向けた取組の⼀つとして、令和3(2021)年度は、福島
県産の新ブランド⽶「福、笑い」のイベント等の実施により認知度を⾼めつつ消費者や販
売店への販売を展開しました。福島⽜については、展⽰会等での⼩売業者等への売り込み、
消費者向けの農場⾒学等を実施することでブランド⼒の再⽣を図るなど、積極的なマーケ
ティング展開を⾏いました。 

さらに、「⾷べて応援しよう！」のキャッチフレーズの下、消費者、⽣産者等の団体や
⾷品事業者等、多様な関係者の協⼒を得て被災地産⾷品の販売フェアや社内⾷堂等での積
極的利⽤の取組を進めることで、被災地
産⾷品の利⽤・販売を引き続き進めてい
ます。 

このほか、被災地産の農林⽔産物の⾵
評払拭に向けた取組として、国内外のメ
ディア向けに被災地の姿や魅⼒の発信を

 
1 福島県の双葉町、⼤熊町、浪江町、富岡町、飯舘村、葛尾村 
2 消費者庁「⾵評被害に関する消費者意識の実態調査(第15回)」(令和4(2022)年3⽉公表) 

図表 4-1-6 放射性物質を理由に福島県産品の
購⼊をためらう⼈の割合 

資料：消費者庁「⾵評被害に関する消費者意識の実態調査」を基に農
林⽔産省作成 

注：各年3⽉時点(令和3(2021)年は2⽉時点)の数値 
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((海海外外向向けけ動動画画))  
JJuusstt  hhooww  ddeelliicciioouuss  iiss  FFuukkuusshhiimmaa  FFoooodd??  YYeeaahh,,  yyoouuʼ̓llll  sseeee  

URL: https://www.youtube.com/watch?v=fs8U2cj3aMs 
資料：福島県 
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((海海外外向向けけ動動画画))  
JJuusstt  hhooww  ddeelliicciioouuss  iiss  FFuukkuusshhiimmaa  FFoooodd??  YYeeaahh,,  yyoouuʼ̓llll  sseeee  

URL: https://www.youtube.com/watch?v=fs8U2cj3aMs 
資料：福島県 
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